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１．決算概況
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2007年3月期　連結業績

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

当期純利益

純営業収益

　60,213　

　　30,011　

30,077　

　　16,970　

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

56,317　

-4.7　

-18.2　

-18.3　

-18.6　

前年同期比
増減率

-5.4　

　57,412　

　24,543　

　24,571　

　　13,811　

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

　53,296　
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2007年3月期　四半期業績（連結）推移

3,191

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

純営業収益

当第4四半期は前四半期比で、2四半期連続の増収増益を達成

2007年3月期

　+9.9

+12.5

+10.7

　+9.6

前四
半期比
増減率

15,691

7,168

7,391

第1四半期
（2006年4～6月）

14,886

12,882

5,043

5,077

第2四半期
（2006年7～9月）

11,905

13,737

5,803

5,744

第3四半期
（2006年10～12月）

12,642

四半期純利益 +14.34,182 2,789 3,646

15,100

6,527

6,358

第4四半期
（2007年1～3月）

13,861
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2007年3月期　決算のポイント（連結）

（1）委託手数料収入・・・前年同期比約21.1％減の31,695百万円、前四半期比では約16.2％増

（2）金融収益・・・前年同期比約32.0％増の17,470百万円に拡大

（3）引受・募集・売出手数料・・・前年同期比約2.4％減の1,954百万円、ただしIPO関連は拡大

（4）トレーディング損益・その他収入・・・前年同期比約30.9％増の6,291百万円に拡大

（5）販売費・一般管理費

・総合口座数1,405,897口座（2007年3月末現在）。年間獲得数は238,119口座（月間平均19,843口座）。
・個人株式委託売買代金における当社シェアは29.4％ （2007年3月期通期）となり過去最高となる。

・自己融資等の拡大により、金融収支が前年同期比約43.5％増の13,396百万円に大幅拡大。
・信用口座数147,659口座（2007年3月末現在）。年間獲得数は32,048口座（月間平均2,670口座）。

・株式関連引受・募集・売出手数料(単体)は約19.2％増の750百万円に拡大。

・IPO主幹事引受業務3件を獲得。さらなる引受件数の拡大により引受金額が増加。

・投資信託の取扱い本数を拡大、外国為替保証金取引なども順調に推移。

（6）E＊TRADE Korea Co.,Ltd.の概況

・2007年2月21日に韓国KOSDAQ市場へ株式上場。連結決算においてみなし売却益約2億円を計上。

前年同期比では減収減益となるも、前四半期比では増収増益となる

・約定件数は約1.2倍に増加するも、変動費は減少。



<6>

77,655
85,422

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000
40,174

31,695

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

(1) 委託手数料収入（連結）

（委託手数料：百万円）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

約21.1％減

決算のポイント

委託手数料

委託手数料

委託売買代金

（委託売買代金：十億円）

約10.0％増
委託売買代金
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（百万円）

（1）.　委託手数料収入

2007年3月期の委託手数料収入の四半期推移

2007年3月期

約16.2％増

※各四半期3ヵ月ごとの数値

約4.6％増

約30.3％減
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3.03.2

5.2

3.1

4.0

4.4
4.3

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

SBIイー･トレード証券のベーシス推移

（ベーシス）

（委託手数料÷委託売買代金）
　3ヶ月ごとの数値で計算。単体数値を使用
　委託手数料は決算短信より使用

2006年3月期第2四半期からのべーシス推移

2006年3月期 2007年3月期

2005年10月3日
手数料引き下げ

2005年7月1日　
手数料引き下げ

2006年6月1日～8月31日　　　　　
手数料引き下げキャンペーン実施 2006年9月1日　　　　

キャンペーン終了　　
新手数料体系スタート

（1）.　委託手数料収入
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SBIイー・トレード
楽天
カブコム
松井
マネックス
個人委託売買代金

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算

（指数）

主要オンライン証券の株式委託売買代金推移

主要オンライン証券5社の月間株式委託売買代金の指数推移

（2006年4月を100として指数化）

2006年

102.1

85.8
81.8
81.4

71.0
70.8

（1）.　委託手数料収入

2007年
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主要オンライン証券5社の口座数 主要オンライン証券5社の口座数推移
（口座数）（口座数） （2007年3月末現在） （2004年4月から2007年3月まで）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。
　　　カブドットコム証券は2006年1月1日にＭｅネット証券と合併

主要オンライン証券の口座数比較

2004年

2006年3月期に比べ
2007年3月期は口座
獲得数が減少したが、
他社に比べ最大2.7
倍の口座を獲得し、
各社との差がさらに
拡大。

ＳＢＩイー･トレード
1,405,897

マネックス
750,364

松井
668,073

楽天
675,548

カブコム
562,606

2005年

（1）.　委託手数料収入

2006年 2007年
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当社の口座数推移

（1）.　委託手数料収入

1,351,576
1,405,897

452,493

351,950

1,311,004

290,558

934,674

777,455

592,743

683,696

253,988

1,167,778

1,259,163

100,000
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400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

900,000

1,000,000

1,100,000

1,200,000

1,300,000

1,400,000

（口座数）

2004年3月期
（12ヶ月平均）
8,163口座

2005年3月期
（12ヶ月平均）
20,066口座

2006年3月期
（12ヶ月平均）　
47,919口座

月間平均獲得口座の推移 2007年3月期　
（12ヶ月平均）　19,843口座

3月 9月 3月 9月 3月 6月 9月 3月 6月
2003年 2004年 2005年 2007年

１2月 9月 １2月 3月
2006年



<12>

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

JanFebMarAprMayJunJulAugSepOctNovDecJanFebMarAprMayJunJulAugSepOctNovDecJanFebMarAprMayJunJulAugSepOctNovDecJanFebMar

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

（百万円） 2007年3月における
1日当たり売買代金
（百万円）

2004年

主要オンライン証券の株式委託売買代金推移

主要オンライン証券5社の1日当たり平均売買代金の推移
（2004年1月から2007年3月まで）

※ マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。

松井
102,930

楽天
167,866

ＳＢＩイー･トレード
403,438

カブドットコム
75,075

2005年

（1）.　委託手数料収入

カブドットコム証券は2006年1月にＭｅネット証券と合併

2006年

マネックス
86,508

2007年
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３大証券会社との株式委託売買代金比較

（1）.　委託手数料収入

0

5,000

10,000
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25,000

30,000

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

（10億円）

出所：証券会社各社・東証の公表数値をもとに当社作成（イー・トレード証券分には海外投資家からの注文を含みます）

2002年3月期 2003年3月期 2004年3月期 2005年3月期

各社の株式委託売買代金の推移

（単位：10億円、括弧内各社委託売買
代金を３市場委託で除したシェア）

日興シティ　5,890(2.21%)
大和 4,602(1.73%)

松井　6,863（2.58%）

野村

大和SMBC　9,928(3.73%)

SBIイー・トレード

24,738（9.29%）

日興コーディアル 1,878（0.71%)

18,324（6.88%）

2006年3月期

2005年3月期4Qに野村證券を抜く

2007年3月期4Qにおける委託シェア

2007年3月期
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主要オンライン証券の個人株式委託売買代金シェア

個人株式委託売買代金シェアの推移

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ 個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算
　 マネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。

その他
42.6％

主要オンライン
証券5社
57.4％

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

その他
40.4％

主要オンライン
証券5社
59.6％

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

カブドットコム証券は2006年1月にＭｅネット証券と合併

（1）.　委託手数料収入

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

その他
35.5％

主要オンライン
証券5社

64.5％

13.5 　楽天証券

6.5 　マネックス

5.9 　カブドットコム

9.2 　松井証券

29.4％ＳＢＩイー・トレード

8.0 　マネックス

10.0 　松井証券

5.2 　カブドットコム

11.1 　楽天証券

23.1％ＳＢＩイー・トレード

13.1 　松井証券

8.7 　マネックス

5.4 　カブドットコム

11.3 　楽天証券

21.1％ＳＢＩイー・トレード
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主要オンライン証券の個人信用取引委託売買代金シェア

個人信用取引売買代金シェアの推移

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資料より当社にて集計
※ 個人信用取引売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算
　　2006年3月期よりマネックス証券、日興ビーンズ証券はマネックスとして合算。
カブドットコム証券は2006年1月にＭｅネット証券と合併

その他
30.4％

主要オンライン
証券5社
69.6％

8.4 　マネックス

12.6 　楽天証券

6.7 　カブドットコム

14.4 　松井証券

27.5％ＳＢＩイー・トレード

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

その他
31.7％

主要オンライン
証券4社※
68.3％

20.4 　松井証券

7.5 　カブドットコム

n/ａ　マネックス※

12.3 　楽天証券

28.1％ＳＢＩイー・トレード

2005年3月期
（2004年4月～2005年3月）

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

その他
25.9％

主要オンライン
証券5社

74.1％

7.1 　カブドットコム

14.9 　楽天証券

6.3 　マネックス

11.6 　松井証券

34.4％ＳＢＩイー・トレード

（1）.　委託手数料収入

※マネックス証券は日興ビーンズ証券の　　　
　2004年4月分が非開示のため表記して　　　
　おりません。
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2007年3月期
2006年3月期

主要オンライン証券のベーシス比較

主要オンライン証券5社のベーシス比較
（ベーシス）

（委託手数料÷委託売買代金）

（1）.　委託手数料収入

出所：各社決算資料、月次開示資料等より当社作成
　　　4月～3月までの累計。委託手数料は決算短信及び月次開示資料より単体数値を使用
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(参考) 預り資産の推移

（1）.　委託手数料収入

45,825

22,487

12,34713,803

19,377

12,451

17,384

41,263

13,494

21,276
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SBIイー・トレード マネックス 松井 楽天 カブコム

2006年3月末

2007年3月末

（億円）
前年比
-10.0％

前年比
-5.4％ 前年比

-10.3％
前年比
+0.8％

出所：　各社ホームページ等公表資料より当社集計

前年比
-2.2％
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先物オプション取引の拡大

先物オプションの口座数推移
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418,559
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先物オプションの手数料推移
（千円）

第4四半期は過去最高の収益を記録

2006年3月期

（1）.　委託手数料収入

2005年2004年

（口座数）
23,985

2006年
2007年3月期

2007年
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(2) 金融収益（連結）
（百万円）

9,334

13,396

17,470

13,230

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000 金融収益

金融収支（金融収益－金融費用）

金融収益
約32.0％増

決算のポイント

金融収支
約43.5％増

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）
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13,230
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4,0743,896
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金融収益

金融費用

金融収支の拡大

（2）　金融収益

資金調達の多様化により自己融資比率が増加し、金融費用の減少に寄与

金融収益・金融費用（連結）の推移
（百万円）

2006年3月期 2007年3月期

キャッシュ・マネジメントの強化により、金融収支が大きく拡大

信用取引貸付金の調達源の多様化

約32.0％増

約4.6％増

自己融資比率 自己融資比率
14.6％ 33.0％

2005年4月～2006年3月

信用残高における自己融資比率

・資金運用の効率化により自己融資が拡大
・自己融資分の担保株券を利用した貸し株業務が好調に推移。　
　今後体制強化を行い、さらなる拡大を目指す。

2006年4月～2007年3月

※各月末の信用残高を使用した平均値

　　SBIイー・トレード証券は単体数値を利用
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53,374

76,097

91,220
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39,533
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（信用口座数） 松井証券との信用口座数比較　主要オンライン証券5社の信用口座数

主要オンライン証券との信用口座数比較

2004年

3月末現在の総合口座数
における割合は10.5％
（松井13.7％）。2007年3
月期は松井と比較して約
1.6倍の口座を獲得。

（2004年3月から2007年3月まで）（2007年3月末現在）（信用口座数）

出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて集計

ＳＢＩイー･トレード
147,659

松井
91,220

2005年

（2）　金融収益

2006年 2007年
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信用建玉の推移

（2）　金融収益

320,801

474,475
449,108

23,75129,76235,946

55,88165,190

67,089

93,51283,237

69,925
64,271
65,407

455,107

112,925
78,532

108,488
164,545
179,747

184,093
174,739

256,339
251,987

403,308
427,821

487,449

64,004

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月

一般（無期限）信用

制度信用（買・売）

（百万円）

2004年2003年

78,532
112,925108,488

164,545

203,499
213,856
210,686

信用建玉（買・売の合計）の推移（月末残高）

307,869

2005年

321,529

387,891

567,988

519,033

2006年

570,686

(注)受渡日ベースで算出、SBIイー・トレード証券単体数値

492,093
468,715

519,112

2007年
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3,000
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7,000

8,000

3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月

SBIイー･トレード証券

松井証券

松井証券との信用建玉推移比較

松井証券との信用取引比較

（億円）

（2）　金融収益

個人信用取引委託売買代金シェア　
（2006年4月～2007年3月）

ＳＢＩイー･トレード証券　34.4％

（前年同期　27.5％）

松井証券　11.6％

（前年同期　14.4％）

出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料、各社ホームページ等公表資
　　　　料より当社にて集計
※ 個人信用取引委託売買代金合計は3市場（1・2部）とJASDAQを合算

その他
53.5％

2005年 2006年
出所：各社ホームページ等公表資料より当社にて算出。
　　　約定日ベースで記載。

信用取引の個人売買代金シェアは前年同期比7.6％増の34.4％となる

中間期（33.9％）と比べ、さらにシェアを拡大

5,606

4,673

2007年
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貸し株業務による収益の増加

（百万円）
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51,351
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4,282
2,169
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5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
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55,000
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6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月

（百万円） 各月末日における貸し株残高 貸し株業務による収益の推移
今後、さらなる収益拡大に向けて人員増強等の体制強化を図る

2006年3月期2005年

（2）　金融収益

※各月末日時点での時価で算定
2006年 2007年3月期2007年
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(3) 引受・募集・売出手数料（連結）

（百万円）

1,9542,002

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

決算のポイント

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

約2.4％減
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ＩＰＯ、PO引受関連手数料（単体）
（百万円）

750
629

0

200

400

600

800

約19.2％増

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

（3）　引受・募集・売出手数料

※　引受・募集・売出し手数料より債券・投資信託関連手数料を除いて算出
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IPO引受実績①

（3）　引受・募集・売出手数料

※　オーバーアロットメントを含む。上場日ベース、委託販売・不動産投信を除く

ＳＢＩイー・トレード証券

新規公開株式引受実績

3月期 3月期 3月期 3月期 3月期 3月期

94

121

87

42

23

3838

8

0

20

40

60

80

100

120

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年
3月期

（引受社数）

3月期

40

22

91

121

0

20

40

60

80

100

120

SBIイー・トレード マネックス 松井 楽天

（引受社数）

主要オンライン証券4社

2007年3月期　引受社数実績
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IPO引受実績②

（3）　引受・募集・売出手数料

202
224

348

451

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

SBIイー・トレード マネックス 松井 楽天

出所：各社公表資料等より当社にて集計。各社のオンライン取引創業から
　　　　2007年3月末日（上場日ベース）まで。委託販売、不動産投信を除く。

（引受社数）

主要オンライン証券4社

累計引受社数実績

1,436

1,293

254

646

424

81

319

864

0

300

600

900

1,200

1,500

SBIイー・トレード マネックス 松井 楽天

2006年3月期

2007年3月期

（千万円）

主要オンライン証券4社
引受金額実績

出所：公表資料等より当社にて集計。
　　　　2007年3月末日（上場日ベース）まで。委託販売、不動産投信を除く。

※オーバーアロットメントを含む。業者委託は含まない。

（公開価格×引受株数）
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（参考）立会外分売の実績

東証・大証・JASDAQにおける分売実績
2007年3月期（2006年4月～2007年3月）

取扱会社数：106社（2006年3月期：173社）

分売合計金額：約319億円（2006年3月期：約710億円）

当社申込金額：約315億円（2006年3月期：約1,454億円）

うち取扱金額合計：約73億円（2006年3月期：約147億円）

当社取扱シェア：約23.1％（2006年3月期：約20.8％ ）

※立会外分売による収入は委託手数料収入に含みます。

東証マエイティング2006/8/23

東証１共立印刷2006/11/17

東証マメッツ2006/8/１

東証１ゲオ2006/6/29

ＨＣギャガ・コミュニケーションズ2006/5/12

東証マフォーバルテレコム2006/12/11

実施日 市場会社名

当社立会外分売主斡旋企業

20.8％

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

（2007年3月期）

当社取扱シェアの推移

（3）　引受・募集・売出手数料

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

23.1％
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(4) トレーディング損益・その他収入（連結）

（百万円）

6,291

4,805

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

約30.9％増

決算のポイント

その他の受入手数料＋トレーディング損益＋その他の営業収益＋401Ｋ関連売上高

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）
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債券・投資信託の実績

2007年3月期下期は販売額が伸び悩むも、通期
では前期比32.7％増となる。第 4四半期は外債の
販売額が過去最高に接近。

債券販売額（公社債、外債）の推移

（4）　トレーディング損益・その他収入

※ 個人向け国債の収益は引受・売出手数料に含みます。上記は委託販売分を含みます。

203
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99
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422
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450

10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

※ なお、投資信託の販売手数料は募集売出手数料に含みます。

投信販売額は今後さらに多様な商品ライン
ナップの整備とノーロードファンドの拡充を
進める。

5,223

9,240
10,329

9,339
6,979

4,920

7,101

7,044
6,322 8,744

6,724
8,687
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20,000

10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

外債

円債

2005年

13,608
12,325

2006年

16,284 16,651
18,084

13,704

（単位：百万円）

2007年

投資信託の販売額の推移

（単位：億円）

2005年 2006年 2007年
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外国為替保証金取引の拡大
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335,208
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（千円）
外国為替保証金取引の収益推移

今後さらなる収益拡大を目指してサービス拡充を検討

2006年3月期

（4）　トレーディング損益・その他収入

2004年

（口座数）

外国為替保証金取引の口座推移

2005年

53,849

2006年
2007年3月期

3
2007年
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2,154 2,688

6,836 6,713

5,394
2,850

3,221

9,188
8,798

417439

1,4951,314
23

3,520

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

(5) 販売費・一般管理費（連結）
（百万円）

取引関係費

人件費

不動産関係費

事務費

減価償却費

28,753

租税公課

26,305

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

提供情報料　他

取引所協会費・広告宣伝費　他

システムリース料　他

ソフトウェア減価償却費　他

システム・バックオフィス使用料　他

決算のポイント

のれん償却額

その他・
貸倒引当金繰入
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120
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100

110
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130

約定件数と変動費の比較

※単体数値にて算出

(5)販売費・一般管理費

経費削減等の貢献により変動費は低水準で推移
（指数）

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

約定件数と変動費の指数比較

約定件数

変動費

約定件数は約1.2倍に増加するも、変動費は減少。大幅なコスト削減を強力に推進した
結果、大きな成果をあげることに成功。

(変動費=取引関係費+事務費)
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前年同期比
増減率

2007年3月期　E*TRADE　KｏｒｅａCo.,Ltd．業績

（単位：百万円、％）

営業収益

営業利益

経常利益

当期純利益

純営業収益

　5,202　

　　1,182　

　1,189　

922　

2006年3月期
（2005年4月～2006年3月）

　4,977　

+11.1　

+24.7　

+24.6　

+13.7　

+9.4　

2007年3月期
（2006年4月～2007年3月）

決算のポイント

　5,780　

　1,474　

　1,482　

　1,048　

　5,446　

（ウォンからの換算については、月次決算数値をその月の月中平均レートにより円貨に換算し累計）
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Ｅ*TRADE　Ｋｏｒｅａ　Ｃｏ.,Ｌｔｄ．の概況

概況（2007年3月31日現在）

資本金　：　66,195百万韓国ウォン
出資比率　：　73.6％
口座数　：　135,139口座
委託売買代金　：　494,561億ウォン

（6）E＊TRADE Korea Co.,Ltd.の概況

（2007年3月期累計）

口座数、売買代金シェアの拡大により増収増益を達成

韓国ＫＯＳＤＡＱ市場へ株式上場

上場日：2007年2月21日

公募新株式発行数：200万株
増資後発行済株式総数：1,320万株
SBIイー・トレード証券　　　　　　　　　　　　
2007年3月期の連結業績への影響：　　　　
　　　　　　　　　みなし売却益　約2億円

主な強み

・国内オンライン売買最低手数料
（株式：0.024％）
・韓国で唯一日本株取引を提供

今後の主な取組み予定

・グローバルな取引の提供
米国、中国、香港株取引を提供予定
（韓国内ではオンライン証券初となる）
・先進的なシステムを活用した営業力　
　の強化

SBIイー・トレード証券持分株式の評価益：
　　　　　　約151億円 (2007年3月31日現在)

※2007年3月31日現在のレートにて算出



２.当第4四半期の主な取組み
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2007年3月期の主な取組み

5月
・175万口座体制にシステム増強
・「債券宝くじ&商品券プレゼントサービス（愛称：ハッピーチョイス）」開始
※関東つくば銀行と市場誘導ビジネスで提携

4月

6月

・インターネット取引における株式委託手数料の引き下げ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（アクティブプラン最低手数料　０円へ）
・「株式委託手数料引き下げキャンペーン」開始（～8月31日約定分）
・信用取引開始時の建玉限度額引上げ（5千万円→1億円）
・マーケットメイク取扱銘柄　全銘柄カバー
※中央三井信託銀行と市場誘導ビジネスで提携

※住友信託銀行と市場誘導ビジネスで提携
証券総合口座
　　120万口座突破

個人株式委託売買代金
シェアが単月で
30％を超える
（注）

・印はサービスリリース、※印は提携・決定事項等

実施月 取組み内容 当社指標の推移

7月
・200万口座体制にシステム増強
・FOMA700ｉシリーズ以降対応 iアプリトレーディングツール
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「HYPER　MOBILE　Lite」提供開始
※楽天証券、SBI証券と夜間取引開始の共同準備について合意

（注）出所：東証統計資料、JASDAQ統計資料等公表資料より当社にて集計
　　　※ 個人株式委託売買代金は3市場（1・2部）とJASDAQを合算

8月

9月

・株式委託手数料　正規手数料の大幅引き下げを実施
・未成年者の口座開設受付開始
・イー・ゴルフサービスと提携し、「ゴルフ会員権オープンマーケット」の紹介を開始
・株式ニュースに「株式新聞速報ニュース（10分ディレイ）」を新規追加
※夜間取引開始の共同準備に新たにオリックス証券、GMOインターネット証券が参加

証券総合口座
　　130万口座突破

・日経225先物取引の手数料引き下げ
※SBIベネフィット・システムズ㈱の株式を追加取得し子会社化

2．当第4四半期の主な取組み
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2007年3月期の主な取組み

11月
オーエムシーカードとの証券仲介業サービス開始
トレーディングツール「HYPER E*TRADE Ver 2.0」の提供開始
1月からの「HYPER E*TRADE」の無料ご利用条件引き下げを発表

10月

12月 ソネット・エムスリーとの証券仲介業サービス開始
※荘内銀行と市場誘導ビジネスで提携

新規口座開設「手数料全額キャッシュバック」キャンペーン実施

・印はサービスリリース、※印は提携・決定事項等

実施月 取組み内容 当社指標の推移

2．当第4四半期の主な取組み

2月
逆指値注文取扱開始
※E＊TRADE Korea Co.,Ltd.がKOSDAQ市場へ上場
※りそな銀行と市場誘導ビジネスで提携

3月

「ＨＹＰＥＲ　Ｅ＊ＴＲＡＤＥご優待キャンペーン」実施
外国為替保証金取引の取扱通貨ペアを16ペアに拡大
「春のノーロードファンドキャンペーン」実施
※住友信託銀行との提携による併営業務代理店業務を開始
※トレイダーズフィナンシャルシステムズ㈱の株式を取得し、持分法適用会社となる

証券総合口座
　　140万口座突破
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IPO主幹事引受業務への取組み

第2号案件　株式会社ネットエイジグループ

2006年8月30日　東証マザーズ市場へ上場

主幹事引受業務を順調に拡大。2007年3月期は3件を引受(2006年3月期：1件)

第3号案件　株式会社アイレップ

2006年11月16日　大証ヘラクレス市場へ上場

現在24社の主幹事指名を獲得（2007年4月20日現在）

引受主幹事証券会社
として質と量の追求を
図る

IPOを入り口として　
積極的に主幹事引受
業務を拡大

第4号案件　株式会社ダイヤモンドダイニング
2007年3月6日　　大証ヘラクレス市場へ上場

2．当第4四半期の主な取組み

当第4四半期に新たに1社の主幹事引受業務を行い、累計4社の主幹事引受実績となる

コーポレート部門の
人員拡大・人材育成
にさらに注力していく
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住友信託銀行と提携し、併営業務代理店業務を開始

法人顧客を中心に勧誘し、コーポレートビジネスを多面的に展開していく

<併営業務とは>

証券代行業務

遺　言　信　託

遺産整理業務

株主名簿の管理、名義書換事務、株主総会関係事務など

遺言書作成のアドバイス、遺言書の保管および披露、遺言の執行など

遺産調査、財産目録の作成、納税等のアドバイス、遺産分割など

●上場企業および新規上場予定企業中心に展開

●法人顧客の役職員を中心に展開

住友信託銀行住友信託銀行

金融庁の承認を受け、2007年3月1日より業務を開始

共同訪問

勧誘

紹介同意

紹介手数料

法人顧客

当社のIPO引受基盤を活用

多様なサービスを提供することで、
コーポレートビジネスの充実を図り
さまざまなソリューションを提供する

ニーズのある法人顧客を住友信託銀行に紹介

2．当第4四半期の主な取組み
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国内株式注文における逆指値機能を追加

2007年2月にウェブサイト・モバイル、4月にHYPER E*TRADEにリリース

リアルタイムで発注・訂正・取消ができない
お客様の機会損失の減少を図る

通常の注文：売却→「ある価格以上になったら売」

逆指値注文：売却→「ある価格以下になったら売」

買付→「ある価格以下になったら買」

買付→「ある価格以上になったら買」

通常と逆のタイミングで発注

多彩な利用方法を市況によって使い分けることで、
リスク管理・利益確定の手法として有効

以前より、要望の多かった機能を提供し、トータルで
評価されるサービスの提供を行っていく。

2．当第4四半期の主な取組み



３．今後の事業展開
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３．今後の事業展開

(3) その他今後の展開

・金融商品の幅広い拡大

・夜間取引市場開設準備の進捗

・「オンライン総合証券」の両輪：リテールビジネスとコーポレートビジネス

(１) 「オンライン総合証券」の追求

・安定した収益体質の確立

(2) SBI証券との合併について

・国内で初めてとなる「リアル Based On ネット証券」の実現

・システム統合によるコスト削減

・対面販売力を活用したコーポレートビジネスの拡大

・富裕層向けビジネスの推進

・証券界全体におけるポジショニングアップを目指す
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66.7

55.2

22.0

30.4

18.7 19.2 23.6

3.3

3.4

22.5

4.9

4.4

16.0

6.1

3.6

野村證券

2006年3月期

2007年3月期

安定した収益体質の確立

委託手数料
引受・売出手数料
募集・売出手数料金融収益 その他

トレーディング損益
ＳＢＩイー・トレード証券　営業収益(連結)　構成比推移

（％）

市況に左右されない収益体質の構築

(１) 「オンライン総合証券」の追求

（収益　28.3％増）

（収益　4.7％減）
（収益　21.1％減）

（2007年3月期　　
第3四半期通期）

＜参考＞
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「オンライン総合証券」の両輪：リテールビジネスとコーポレートビジネス

IPO引受けIPO引受け
セカンダリー
ファイナンス
セカンダリー
ファイナンス

M&AM&A
IR支援IR支援

ＩＲ・投資情報
提供
ＩＲ・投資情報
提供ＩＰＯ株・募集

立会外分売
ＩＰＯ株・募集
立会外分売

証券化商品証券化商品
ＦＸ・先物ＯＰ
カバワラ
ＦＸ・先物ＯＰ
カバワラ

株式
投資信託
債券

株式
投資信託
債券

立会外分売
（主斡旋）
立会外分売
（主斡旋）

コーポレートビジネスリテールビジネス

リテールでの販売力、
グループのコンテンツ
を活かし、コーポレー
トビジネスを拡大。

新サービス・魅力的な
手数料体系でシェアを
拡大し、更なる顧客基
盤の拡充を図る。

圧倒的なシェアを誇る顧客基盤　 ：　　1,405,897口座（2007年3月末現在）

リテールビジネスの基盤を活かしたコーポレートビジネスの展開により
安定した収益体質の構築を図る

拡大する個人委託売買代金シェア：　　36.3％（2007年3月）(注)

(１) 「オンライン総合証券」の追求

(注)東証統計資料、JASDAQ統計資料等公表資料より当社にて集計
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合併についての概要

(２)SBI証券との合併について

2007年10月1日を合併期日としてSBI証券と合併予定

平成19年4月26日 合併契約書承認取締役会

１ 0.255

(1)目的

(2)合併方式

(3)日程

(4)合併比率 SBIイー・トレード証券 SBI証券

ＳＢＩイー・トレード証券を存続会社とする吸収合併方式

合併契約書締結

平成19年10月1日 合併期日(効力発生日)

※本合併は、会社法769条の3項の規定(簡易合併)により、ＳＢＩイー・トレード証券において
　は合併契約書に関する株式総会の承認を得ることなく行います。

日本国内で初めてとなる「リアル Based on ネット証券」という、オンライン証券の
持つ低コスト、高い集客力、市場における圧倒的な取引ボリュームなどの特徴
をベースに、対面証券の持つ地域密着型、提案型営業などの特徴を組み合わ
せて、より高度なサービスを提供するというこれまでにない新たな事業モデルを
積極的に追求することで、オンライン証券の枠組みを超えた総合証券会社とし
て事業領域を拡大していく。
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資本金の額
（2007年3月末）

SBIイー・トレード証券およびSBI証券の概要

インターネット、コールセンター
による営業展開

SBIイー・トレード証券

営業方法

140名従業員数

30代、40代の会社員を中心とし
た資産形成層から富裕層まで幅
広い顧客層

顧客

全国27ヶ所、約250名の営業
職員による対面での提案営業

SBI証券

370名

全国の富裕層および法人
顧客が中心

（2007年3月末）

発行済株式総数

12,118百万円47,864百万円

1,018,563.87株

日本国内で初めてのネット証券をベースにした新たなビジネス展開で事業拡大を目指す

3,188,493株

(２)SBI証券との合併について
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日本国内で初めての「リアルBased　On　ネット証券」の実現

長所

SBIイー・トレード証券（ネット） SBI証券（リアル）

•低コスト
•リテールビジネスにおける圧倒的な集客力
•圧倒的取引ボリューム

•地域密着
•対面（プッシュ型）営業力
•顧客を差別化できる

•ブローカレッジへの依存度が高い
・それぞれの顧客に細やかな対応ができない

•高コスト（人件費・物件費etc.）
•弱い集客力
•少ない取引ボリューム

短所

相互補完

投資信託など詳しい説明が、販売に繋が
る商品はネットの販売力だけでは販売が
難しい

相互の短所を補完し、他社との差別化要因となる

14.3

7.0

35.7

13.0

21.9

21.6

16.2

25.3

8.9

29.5
3.4

2.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

SBI証券

SBIイー・トレード

30歳未満 30代 40代 50代 60代 70代以上

ネットの販売力を基盤として対面の強みを活かした事業拡大の推進

2007年3月末の顧客口座における年齢層分布

対面チャネルの強みを活かした営業展開
が可能となる。

40歳未満50.0％ 60歳以上54.8％

(２)SBI証券との合併について
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証券界全体におけるポジショニングアップを目指す(顧客基盤)

(２)SBI証券との合併について

預り資産残高ランキング（2006年3月末）口座数ランキング（2006年3月末）
（単位：口座） （単位：億円）

（出所：2006年5月1日　日経金融新聞より当社にて集計）

46,069東海東京9

11,786水戸19

20,741コスモ13

12,347カブドットコム18

11,553藍沢20

13,700楽天17

13,990東洋16

19,378松井15

19,740いちよし14

21,112丸三12

22,487MBH11

40,576岡三HD10

46,896SMBCフレンド8

51,104イー・トレード＋SBI7

74,780みずほインベ6

141,645新光5

237,231三菱ＵＦＪ4

425,429日興Gr.3

524,381大和Gr.2

804,809野村1

1,231,273イー・トレード＋ＳＢＩ4

517,521松井9

1,092,000三菱ＵＦＪ　※5

2,176,000日興Gr.3

2,695,000大和Gr.2

1,017,000新光6

552,816楽天8

631,548マネックス7

475,425カブドットコム10

3,780,000野村　※1

（出所：各社開示資料より当社にて把握しうる限りの情報を基に集計）

※は残有口座数

上記は、上場証券及び楽天証券とSBIグループ証券2社合算とを比較対象としております。
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証券界全体におけるポジショニングアップを目指す(業績)

(２)SBI証券との合併について

営業収益ランキング（2006年3月期） 経常利益ランキング（2006年3月期）

（出所：各社開示資料より当社にて集計）

（単位：百万円） （単位：百万円）

＊ ＊

12,996丸三13

96,842三菱UFJ4

8,338東洋18

8,783藍沢17

9,855いちよし15

31,168SMBCフレンド10

35,380岡三HD8

37,062松井7

12,672カブドットコム14

9,091水戸16

24,938MBH12

27,191東海東京11

32,700みずほインベ9

38,256イー・トレード+ＳＢＩ6

43,184新光5

167,834日興Gr.3

206,651大和Gr.2

545,013野村1

84,483みずほインベ7

57,072松井11

71,776東海東京9

39,223MBH12

24,199東洋17

23,650エイチ・エス18

25,087藍沢16

26,650コスモ15

27,569いちよし14

29,850丸三13

68,572SMBCフレンド10

76,275イー・トレード+ＳＢＩ8

88,899岡三HD6

152,915新光5

309,621三菱UFJ4

488,513日興Gr.3

845,659大和Gr.2

1,792,840野村1

※野村は税前利益

（出所：2006年5月1日　日経金融新聞より当社にて集計）
上記は上場証券とSBIグループ証券2社合算とを比較対象としております。

※



<52>

システムコストの削減

証券バックオフィスシステムの統合によるシステムコストの削減

＜現　状＞ ＜合併後＞

それぞれが別々の
システムを利用

これまで同じベンダーを使用しており、システム統合することで
最終的には大幅なコスト削減を目指す。

ネットと店舗が同じ
システムを利用

(２)SBI証券との合併について
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コーポレートビジネスの拡大

対面販売チャネルの販売力の活用によるPO引受業務等の拡大

＜現　状＞

＜合併後＞

POでは短期間で引受
株数を販売する必要が
ありネット販売だけでは
販売が難しい

対面の販売力を活
用することで短期間
でまとまった数の株
式を販売することが
可能

販売

販売

販売

引受

引受

ネット

ネット

店舗

新たな販売手段を持つことで、コーポレートビジネスでの新たな事業分野へ積極的に展開

発行企業

発行企業

SBIイー・トレード

SBIイー・トレード

投資家

投資家

(２)SBI証券との合併について
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企業の資金調達ニーズを発掘し、コーポレートビジネス全体の拡大を図る

M&A仲介会社と提携による　　
情報収集・体制強化・人材育成

IPO引受業務 IR支援

財務戦略支援

M&A仲介業務 PO引受業務

451社※
※オンライン創業時より２００７年３月末まで

SBIイー・トレード証券の
これまでの引受先実績

新規上場ニーズ 事業拡大ニーズ 資金調達ニーズ
<企業のニーズ>

<SBIイー・トレード証券の提供するソリューション>

企業が事業拡大を図る上でさまざまな提案を行うことで
資金調達ニーズを発掘、引受の強化につなげる

ネットによる　　　
圧倒的な集客力

SBI証券の持つ　　
対面販売力の活用

インベストメント・バンキング業務の拡大

・IPO引受主幹事実績：2007年3月期　3社 ・M&A仲介業務：2007年3月期実績　2件

(２)SBI証券との合併について
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富裕層向けビジネスの推進

(２)SBI証券との合併について

ハブ、ジェイテック、アスキーソリューションズ、ゴルフ・ドゥ、ラクーン、クラスターテクノロジー、ケイティケイ、ネプロジャパン、イメージ情報開発、クオール、システム・ロケー
ション、アルコニックス、システム　ディ、翻訳センター、ＳＢＩフューチャーズ、スタイライフ、ティア、夢の街創造委員会、ｷー ｳｪｱｿ ﾘｭー ｼｮﾝｽ゙、フィスコ、神戸物産、ファーマフー
ズ、特殊電極、日本レップ、ビューティ花壇、リビングコーポレーション、アテクト、オウケイウェイヴ、モジュレ、アドウェイズ、日本サード・バーティ、アミタ、セキュアヴェイル、
バリオセキュア・ネットワークス、パワーアップ、ビットアイル、バリューコマース、ジェイアイエヌ、インフォマート、イーサポートリンク、ビックカメラ、ゴメス・コンサルティング、イ
ージーユーズ、メディカル・ケア・サービス、アルク、ネットエイジグループ、オービス、三栄建築設計、ミクシィ、メディア工房、インタースペース、ペッパーフードサービス、ミヤ
ノ、フルヤ金属、ハイパーコンセプション、スター・マイカ、GCA、日本M&Aセンター、フラクタリスト、JSC、ノバレーゼ、アクロディア、ゼットン、ジェーピーエヌ債権回収、メディ
アファイブ、オプトロム、ファンドクリエーション、三洋堂書店、メンバーズ、タカタ、アイレップ、エレコム、マガシーク、KFE　JAPAN、リミックスポイント、ＧＡＢＡ、ジャパンインベ
スト・グループ・ピー・エル・シー、セルシス、トラストパーク、ゲームオン、ダスキン、プロパスト、平田機工、アドバンテッジリスクマネジメント、ライフフーズ、ギガプライズ、イン
トランス、共栄製鋼、ＶＳＮ、ソースネクスト、パイプドビッツ、セントラル総合開発、ＪＢイレブン、東京一番フーズ、Ｔ＆Ｃホールディングス、朝日ネット、アマガサ、ディーバ、藤
商事、総和地所、ウェブドゥジャパン、ウィル不動産販売、インネクスト、中広、AQインタラクティブ、ダイヤモンドダイニング、ODKソリューションズ、銚子丸、ゴルフパートナー
、イー・ギャランティ、イー・キャッシュ、ソリトンシステムズ、ジーダット、秀文社、ネクストジェン、ユー・エス・ジェイ、やまねメディカル、コムチュア、フリービット、アイフリーク、
アーバネットコーポレーション

これまでの引受を行った企業のオーナーなどの資産形成支援

例：2007年3月期IPO引受先　合計121社

451社※
※オンライン創業時より
２００７年３月末まで

SBIイー・トレード証券の
これまでの引受先実績

役員、社員

対面の販売力

・全国27店舗

・約250人の営業員提案型営業

インターネットでは難しい提案型営業の活用により、
コーポレートビジネスにおいて取引のある企業の役
員、社員に、資産形成を支援する商品を提供する。
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SBIジャパンネクスト証券の開設するPTSへの接続を優先して検討していく

夜間取引市場開設準備の進捗

接続

<PTS運営主体>

接続接続接続

今後はSBIジャパンネクスト証券のPTS認可取得、取引開始準備の状況を見ながら各社が出資を含めて検討。

（3）その他今後の展開

接続

当初：SBIイー・トレード証券がPTS認可を取得し、4社が接続する案を検討

・SBIジャパンネクスト証券が証券業登録を完了。

・他証券の参加の可能性もあり、より高い流動性が見込まれる。

<理由>

現在：5社がそれぞれSBIジャパンネクスト証券の運営するPTSに接続を行い、
サービスを提供する案を検討

SBIジャパンネクスト証券
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幅広い金融商品の拡充

株式に限らない幅広い金融商品を拡充し、さまざまな投資ニーズに応える

海外ETFの取扱い予定

なるべく早期の取扱い開始を予定

投資信託のサービス拡大

・ノーロードファンドの拡充

現在46本→約60本への拡充検討

人気の高いノーロードファンドを拡充し、
低コストでの投資信託の購入機会を提供

・「投資信託－積立買付サービス」
　　　　　　　取扱いファンド数の拡充

現在7本→約30本への拡充検討

これまで積立買付ができなかった銘柄も
含めて対象ファンドを拡大し、中長期での
資産形成を支援

対象ファンド数の拡充を順次予定

グローバルな投資商品の中で、お客様から
の要望が多い、海外ETFの取扱いを予定。

海外ETF＝海外の株価指数等に連動する
　　　　　　　ことを目的とした上場投資信託

株価指数等に連動することを目的としている
ため個別銘柄よりも分かりやすい

グローバルな投資ニーズを持つ個人投資家
に幅広い選択肢の提供が可能

個別銘柄に比べ、銘柄選択基準を設定しやすい

（3）その他今後の展開



4．株主還元について
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期末配当案について
4．株主還元について

1株につき1株につき

1,600円1,700円合計

　－　100円
E＊TRADE KOREA
上場記念配当

1,600円1,600円普通配当

2006年3月期

（前期）

2007年3月期

（今期）

普通株式1株につき、1,600円の普通配当、100円の子会社E＊TRADE Korea上
場記念配を実施する案を発表済。前期の1,600円から実質100円の増配となる。

配当方針：将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、
　　　　　　　過去の配当実績と業績動向等を総合的に勘案して積極的に配当を実施



http://www.etrade.ne.jp


